
�愛媛県規則第５２号
西条市の設置に伴う関係規則の整備に関する規則を次のよ

うに定める。

平成１６年１０月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

西条市の設置に伴う関係規則の整備に関する規則

（愛媛県公害防止条例施行規則の一部改正）

第１条 愛媛県公害防止条例施行規則（昭和４７年愛媛県規則

第２号）の一部を次のように改正する。

別表第６ １の項中「西条市」の下に「（２の項に掲げ

る区域及び丹原町を除く。）」を加え、同表２の項中「東

予市及び周桑郡小松町」を「西条市（明理川、石田、石延

、今在家、円海寺、大新田、大野、上市、河之内、河原津

、河原津新田、喜多台、楠、国安、黒谷、桑村、実報寺、

周布、新市、新町、高田、玉之江、旦之上、壬生川、広江

、広岡、福成寺、北条、三津屋、三津屋東、三津屋南、宮

之内、三芳、安用、安用出作、吉田及び小松町に限る。）

」に改める。

別表第１３Ｒ（地域の区分に応じたいおう酸化物の排出許

容係数）の項昭和４９年９月２６日において条例第４９条第１項

に規定されている指定工場の欄中「、西条市、東予市並び

に周桑郡小松町及び丹原町」を「及び西条市」に改める。

様式第１０号１の表測定点の名称の欄中

東 中 学 校 測 定 局

北 保 育 所 測 定 局

「 東予東中学校測定局

東予北保育所測定局

「
を に改め

」 」

、同表備考１中「市町村」を「市」に改め、同表備考３�
の表指定工場の所在市町村の名称の欄中「市町村」を「市

」に改め、同表西条市の項、東予市の項及び周桑郡小松町

及び丹原町の項を次のように改める。

西条市（他の項に掲げる区域を除く

。）
神拝測定局

西条市（明理川、石田、石延、今在

家、円海寺、大新田、大野、上市、

河之内、河原津、河原津新田、喜多

台、楠、国安、黒谷、桑村、実報寺

、周布、新市、新町、高田、玉之江

、旦之上、壬生川、広江、広岡、福

成寺、北条、三津屋、三津屋東、三

津屋南、宮之内、三芳、安用、安用

出作及び吉田に限る。）

東予東中学校

測定局

西条市（小松町及び丹原町に限る。

）

小松中学校測

定局

様式第１０号２の表中

東中学校測定
局

北保育所測定
局

「 東予東中学校
測定局

東予北保育所
測定局

「

を に改める。

」 」

（愛媛県行政組織規則の一部改正）

第２条 愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）

の一部を次のように改正する。

第２７条第３項の表西条中央保健所丹原支所の項位置の欄

中「周桑郡丹原町」を「西条市」に改め、同項所管区域の

欄中「東予市及び周桑郡」を「西条市のうち明理川、石田

、石延、今在家、円海寺、大新田、大野、上市、河之内、

河原津、河原津新田、喜多台、楠、国安、黒谷、桑村、実

報寺、周布、新市、新町、高田、玉之江、旦之上、壬生川

、広江、広岡、福成寺、北条、三津屋、三津屋東、三津屋

南、宮之内、三芳、安用、安用出作、吉田、丹原町及び小

松町」に改める。

第３１条第３項の表東予支所の項担当区域の欄中「、東予

市」及び「、周桑郡」を削る。

第７２条第３項の表東予分場の項位置の欄中「東予市」を

「西条市」に改める。

第８０条第３項の表西条中央地域農業改良普及センター丹

原普及室の項位置の欄中「周桑郡丹原町」を「西条市」に

改め、同項管轄区域の欄中「東予市及び周桑郡」を「西条

市のうち明理川、石田、石延、今在家、円海寺、大新田、

大野、上市、河之内、河原津、河原津新田、喜多台、楠、

国安、黒谷、桑村、実報寺、周布、新市、新町、高田、玉

之江、旦之上、壬生川、広江、広岡、福成寺、北条、三津

屋、三津屋東、三津屋南、宮之内、三芳、安用、安用出作

、吉田、丹原町及び小松町」に改める。

別表第３西条地方局の部総務福祉部地域福祉課の項係の

欄中「、生活保護係」を削る。

別表第３の２位置の欄中「周桑郡丹原町」を「西条市」

に改め、同表所管区域の欄中「東予市及び周桑郡」を「西

条市のうち明理川、石田、石延、今在家、円海寺、大新田
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、大野、上市、河之内、河原津、河原津新田、喜多台、楠

、国安、黒谷、桑村、実報寺、周布、新市、新町、高田、

玉之江、旦之上、壬生川、広江、広岡、福成寺、北条、三

津屋、三津屋東、三津屋南、宮之内、三芳、安用、安用出

作、吉田、丹原町及び小松町」に改める。

別表第４位置の欄中「周桑郡丹原町」を「西条市」に改

め、同表所管区域の欄中「東予市及び周桑郡」を「西条市

のうち明理川、石田、石延、今在家、円海寺、大新田、大

野、上市、河之内、河原津、河原津新田、喜多台、楠、国

安、黒谷、桑村、実報寺、周布、新市、新町、高田、玉之

江、旦之上、壬生川、広江、広岡、福成寺、北条、三津屋

、三津屋東、三津屋南、宮之内、三芳、安用、安用出作、

吉田、丹原町及び小松町」に改める。

（愛媛県茨の木水門操作規則の一部改正）

第３条 愛媛県茨の木水門操作規則（昭和５６年愛媛県規則第

５０号）の一部を次のように改正する。

第１条中「東予市」を「西条市」に改める。

（愛媛県浄化槽工事業者登録簿閲覧規則の一部改正）

第４条 愛媛県浄化槽工事業者登録簿閲覧規則（昭和６０年愛

媛県規則第４９号）の一部を次のように改正する。

別表場所の欄中「周桑郡丹原町大字池田１６１１番地」を「

西条市丹原町池田１６１１番地」に改める。

（愛媛県垂直積雪量に関する規則の一部改正）

第５条 愛媛県垂直積雪量に関する規則（平成１２年愛媛県規

則第４２号）の一部を次のように改正する。

第２条の表１の項区域の欄中「、東予市」及び「、周桑

郡各町」を削る。

別表２の項区域の欄中「、東予市」及び「、周桑郡小松

町」を削り、同表３の項同欄中「、周桑郡丹原町」を削る

。

（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行細則

の一部改正）

第６条 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行

細則（平成１４年愛媛県規則第４６号）の一部を次のように改

正する。

別表４の項中「周桑郡丹原町大字池田１６１１番地」を「西

条市丹原町池田１６１１番地」に改める。

附 則

この規則は、平成１６年１１月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第５３号
愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理

する事務の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

平成１６年１０月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が

処理する事務の範囲を定める規則の一部を改正する規

則

愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理

する事務の範囲を定める規則（平成１２年愛媛県規則第１６号）

の一部を次のように改正する。

別表６の項右欄第２号及び第４号中「第３１条の２第２項第

１２号ハ及び第６２条の３第４項第１２号ハ」を「第３１条の２第２

項第１３号ハ及び第６２条の３第４項第１３号ハ」に改め、同表１１

の項左欄中「別表４０の項第７号」を「別表４０の項第１８号」に

改め、同項右欄中「医療用具販売業（賃貸業）届出済証」を

「管理医療機器販売業（賃貸業）届出済証」に改める。

附 則

この規則中、別表６の項の改正規定は公布の日から、同表

１１の項の改正規定は平成１７年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第５４号
薬事法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める

。

平成１６年１０月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

薬事法施行細則の一部を改正する規則

薬事法施行細則（昭和３６年愛媛県規則第４４号）の一部を次

のように改正する。

第３条中「第７条（省令第２９条の３及び第３３条」を「第６

条（省令第１４１条及び第１５３条」に、「第１４条の２及び第２６

条の１４の２」を「第２３条及び第３０条」に改める。

第６条中「法第２８条第２項又は令第７条第３号」を「令第

５１条又は第５２条第３号」に改める。

第７条の見出しを「（届出済証）」に改め、同条第１項中

「第３９条第１項」を「第３９条の３第１項」に、「医療用具の

」を「管理医療機器の」に、「医療用具販売業（賃貸業）届

出済証」を「管理医療機器販売業（賃貸業）届出済証（以下

「届出済証」という。）」に改め、同条第２項中「医療用具

販売業（賃貸業）届出済証」を「届出済証」に改め、同条の

次に次の２条を加える。

（届出済証の書換え交付）

第８条 管理医療機器の販売業者又は賃貸業者は、届出済証

の記載事項に変更を生じたときは、知事にその書換え交付

を申請することができる。

２ 前項の申請は、別記第３号様式による管理医療機器販売

業（賃貸業）届出済証書換え交付申請書に届出済証を添え

て知事に提出してしなければならない。

（届出済証の再交付）

第９条 管理医療機器の販売業者又は賃貸業者は、届出済証

を破り、汚し、又は失つたときは、知事にその再交付を申

請することができる。

２ 前項の申請は、別記第４号様式による管理医療機器販売

業（賃貸業）届出済証再交付申請書を知事に提出してしな

ければならない。この場合において、届出済証を破り、又

は汚した管理医療機器の販売業者又は賃貸業者は、その届

出済証を添えなければならない。

３ 管理医療機器の販売業者又は賃貸業者は、届出済証の再

交付を受けた後、失つた届出済証を発見したときは、直ち

にこれを知事に返納しなければならない。

第１号様式中「年度」を「年」に改める。

第２号様式中「第７条」の下に「－第９条、第３号様式、

第４号様式」を加え、「医療用具販売業（賃貸業）届出済証

」を「管理医療機器販売業（賃貸業）届出済証」に、「第３９

条第１項」を「第３９条の３第１項」に、「医療用具販売業（

愛 媛 県 報平成１６年１０月１５日 第１６０１号外２

２



賃貸業）の」を「管理医療機器販売業（賃貸業）の」に改め

、同様式の次に次の２様式を加える。

愛 媛 県 報平成１６年１０月１５日 第１６０１号外２

３



第３号様式（第８条関係） 管理医療機器販売業（賃貸業）届出済証書換え交付申請書

管理医療機器販売業（賃貸業）届出済証書換え交付申請書

年 月 日
愛媛県知事 殿

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

申請者

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） �

届出済証の番号及び年月日

営 業 所

名 称

所 在 地

変

更

内

容

事 項 変 更 前 変 更 後

変 更 年 月 日

備 考

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。

３ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することが

できる。

４ 管理医療機器販売業（賃貸業）届出済証（第２号様式）を添付する

こと。

愛 媛 県 報平成１６年１０月１５日 第１６０１号外２
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第４号様式（第９条関係） 管理医療機器販売業（賃貸業）届出済証再交付申請書

管理医療機器販売業（賃貸業）届出済証再交付申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

申請者

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） �

届出済証の番号及び年月日

営 業 所

名 称

所 在 地

再 交 付 申 請 の 理 由

備 考

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は抹消すること。

３ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することが

できる。

４ 管理医療機器販売業（賃貸業）届出済証（第２号様式）を破り、又

は汚したときは、当該届出済証を添付すること。

愛 媛 県 報平成１６年１０月１５日 第１６０１号外２
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附 則

１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に改正前の薬事法施行細則第２号様

式の規定により交付している医療用具販売業（賃貸業）届

出済証は、改正後の薬事法施行細則第２号様式の規定によ

り交付した管理医療機器販売業（賃貸業）届出済証とみな

す。

�������
�愛媛県規則第５５号
愛媛県港湾管理条例施行規則の一部を改正する規則を次の

ように定める。

平成１６年１０月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県港湾管理条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県港湾管理条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第１５号

）の一部を次のように改正する。

第１５条を第１７条とし、第１２条から第１４条までを２条ずつ繰

り下げる。

第１１条第２項第１号中「第６条」を「第８条」に改め、同

項第２号及び第３号中「第９条」を「第１１条」に改め、同条

を第１３条とし、第８条から第１０条までを２条ずつ繰り下げる

。

第７条第４項中「第５条第１項」を「第６条第１項」に改

め、同条を第９条とし、第６条を第８条とする。

第５条第５項及び第６項を削り、同条を第６条とし、同条

の次に次の１条を加える。

（電子情報処理組織による届出等）

第７条 条例第４条の３の規定による届出又は係留施設の使

用に係る条例第５条の規定による申請若しくは前条第３項

の規定による届出（松山港（外港地区に限る。）に係るも

のに限る。以下「届出等」という。）は、第５条第２項に

おいて準用する港則法施行規則第１条又は前条第１項本文

、第３項若しくは第４項の規定にかかわらず、電子情報処

理組織（知事の指定する電子計算機（入出力装置を含む。

以下同じ。）と届出等をする者の使用に係る電子計算機と

を電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下

同じ。）を使用して行うことができる。この場合において

、電子情報処理組織を使用して行われた届出等は、知事の

指定する電子計算機に備えられたファイルへの記録がされ

た時に知事に到達したものとみなす。

２ 前項の規定により電子情報処理組織を使用して申請が行

われた場合には、当該申請をした者に対する条例第５条の

規定による処分の通知については、電子情報処理組織を使

用して行うことができる。この場合において、電子情報処

理組織を使用して行われた処分の通知は、当該通知を受け

る者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記

録がされた時に当該通知を受ける者に到達したものとみな

す。

第４条の次に次の１条を加える。

（入出港の届出）

第５条 条例第４条の３の規則で定める船舶は、次の各号の

いずれかに該当する日本船舶とする。

� 総トン数２０トン未満の船舶及び端舟その他ろかいのみ

をもつて運転し、又は主としてろかいをもつて運転する

船舶
� 平水区域を航行区域とする船舶

� 旅客定期航路事業（海上運送法（昭和２４年法律第１８７

号）第２条第４項に規定する旅客定期航路事業をいう。

）に使用される船舶であつて、知事の指示する入港実績

報告書及び港則法施行規則（昭和２３年運輸省令第２９号）

第２条第３号イ又はロに掲げる書面を知事に提出してい

るもの

２ 港則法施行規則第１条の規定は、条例第４条の３の規定

による届出について準用する。この場合において、同省令

第１条第１項、第２項、第４項及び第５項中「特定港」と

あるのは「県が管理する港湾」と、同項中「港長」とある

のは「知事」と読み替えるものとする。

別表第１中「第５条－第８条、第１２条」を「第６条、第８

条－第１０条、第１４条」に改め、同表８の項区分の欄中「第６

条第１項」を「第８条第１項」に改め、同表９の項同欄中「

第７条第２項」を「第９条第３項」に改め、同表１１の項同欄

中「第１２条第１項」を「第１４条第１項」に改める。

別表第２中「第１１条」を「第１３条」に改める。

別表第３中「第１５条」を「第１７条」に改める。

様式第１号中「第７条」を「第９条」に改める。

様式第３号中「第５条、第７条」を「第６条、第９条」に

改める。

様式第４号中「第５条」を「第６条」に改める。

様式第５号中「第６条」を「第８条」に改める。

様式第６号中「第８条」を「第１０条」に改める。

様式第７号中「第９条」を「第１１条」に改める。

様式第８号中「第１２条」を「第１４条」に改める。

附 則

この規則は、平成１６年１１月１４日から施行する。

訓 令

�愛媛県訓令第１３号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県地方局処務規程及び愛媛県地方局県民情報室規程の

一部を改正する訓令を次のように定める。

平成１６年１０月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県地方局処務規程及び愛媛県地方局県民情報室規

程の一部を改正する訓令

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号

）の一部を次のように改正する。

第２条第４項第２号中「こと」の下に「（西条地方局を

除く。）」を加える。

（愛媛県地方局県民情報室規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局県民情報室規程（平成５年愛媛県訓令

第１１号）の一部を次のように改正する。

別表第１西条地方局県民情報室の項所管区域の欄中「西

条市」の下に「（丹原庁舎地方局県民情報室の項に掲げる
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区域を除く。）」を加え、同表丹原庁舎地方局県民情報室

の項同欄中「東予市及び周桑郡」を「西条市（明理川、石

田、石延、今在家、円海寺、大新田、大野、上市、河之内

、河原津、河原津新田、喜多台、楠、国安、黒谷、桑村、

実報寺、周布、新市、新町、高田、玉之江、旦之上、壬生

川、広江、広岡、福成寺、北条、三津屋、三津屋東、三津

屋南、宮之内、三芳、安用、安用出作、吉田、丹原町及び

小松町に限る。）」に改め、同表松山地方局県民情報室の

項同欄中「北条市」の下に「、東温市」を加える。

附 則

この訓令は、平成１６年１１月１日から施行する。

�������
�愛媛県訓令第１４号

保 健 福 祉 部

地 方 局

保 健 所

保健所長に対する事務委任規程の一部を改正する訓令を次

のように定める。

平成１６年１０月１５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

保健所長に対する事務委任規程の一部を改正する訓令

保健所長に対する事務委任規程（昭和３０年愛媛県訓令第８

号）の一部を次のように改正する。

本則各号列記以外の部分中「第１９号の１０から第１９号の１５ま

で、第１９号の１８」を「第１９号の８、第１９号の２３から第１９号の

２８まで、第１９号の３１」に改める。

本則第１９号中「及び第３８条」を削り、「又は休廃止等の届

出を受理する」を「をする」に改め、本則中第１９号の２０を第

１９号の３３とし、第１９号の１０から第１９号の１９までを１３号ずつ繰

り下げ、本則第１９号の９中「医療用具販売業（賃貸業）届出

済証」を「管理医療機器販売業（賃貸業）届出済証」に改め

、同号を本則第１９号の２０とし、同号の次に次の２号を加える

。

１９の２１ 薬事法施行細則第８条の規定による管理医療機器販

売業（賃貸業）届出済証の書換え交付をすること。

１９の２２ 薬事法施行細則第９条の規定による管理医療機器販

売業（賃貸業）届出済証の再交付をすること。

本則第１９号の８中「第２条、第３条及び第４条」を「第４４

条第１項」に改め、「特例販売業」の下に「又は高度管理医

療機器等の販売業若しくは賃貸業」を加え、同号を本則第１９

号の１５とし、同号の次に次の４号を加える。

１９の１６ 薬事法施行令第４５条第１項の規定による特例販売業

又は高度管理医療機器等の販売業若しくは賃貸業の許可証

の書換え交付をすること。

１９の１７ 薬事法施行令第４６条第１項の規定による特例販売業

又は高度管理医療機器等の販売業若しくは賃貸業の許可証

の再交付をすること。

１９の１８ 薬事法施行令第４６条第３項及び第４７条の規定による

特例販売業又は高度管理医療機器等の販売業若しくは賃貸

業の許可証の返納を受理すること。

１９の１９ 薬事法施行令第４８条の規定により、特例販売業又は

高度管理医療機器等の販売業若しくは賃貸業の許可台帳を

備え付けること。

本則第１９号の７中「特例販売業」の下に「又は高度管理医

療機器等の販売業若しくは賃貸業」を加え、同号を本則第１９

号の１４とし、本則第１９号の６中「医療用具」を「医療機器」

に改め、同号を本則第１９号の１３とし、本則第１９号の５中「第

７２条」を「第７２条第４項」に改め、「により」の下に「、特

例販売業者又は医療機器の販売業者若しくは賃貸業者に対し

構造設備の」を加え、同号を本則第１９号の１０とし、同号の次

に次の２号を加える。

１９の１１ 薬事法第７２条の３の規定により、特例販売業者又は

医療機器の販売業者若しくは賃貸業者に対し業務運営改善

等の措置を命ずること。

１９の１２ 薬事法第７３条の規定により、高度管理医療機器等の

販売業又は賃貸業の管理者の変更を命ずること。

本則第１９号の４中「による」を「により、特例販売業者又

は医療機器の販売業者若しくは賃貸業者に対し」に改め、同

号を本則第１９号の９とし、本則第１９号の３中「必要な」を「

、必要な」に改め、同号を本則第１９号の８とし、本則第１９号

の２中「第３９条第１項及び同法第４０条」を「第４０条第１項」

に、「医療用具」を「高度管理医療機器等」に改め、「届出

及び」を削り、同号を本則第１９号の６とし、同号の次に次の

１号を加える。

１９の７ 薬事法第４０条第２項において準用する同法第１０条の

規定による管理医療機器の販売業又は賃貸業の休廃止等の

届出を受理すること。

本則第１９号の次に次の４号を加える。

１９の２ 薬事法第３８条において準用する同法第１０条の規定に

よる特例販売業の休廃止等の届出を受理すること。

１９の３ 薬事法第３９条第１項の規定による高度管理医療機器

等の販売業又は賃貸業の許可をすること。

１９の４ 薬事法第３９条第４項の規定による高度管理医療機器

等の販売業又は賃貸業の許可の更新をすること。

１９の５ 薬事法第３９条の３第１項の規定による管理医療機器

の販売業又は賃貸業の届出を受理すること。

附 則

１ この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。ただし、

次項の規定は、公布の日から施行する。

２ この訓令の施行前に薬事法及び採血及び供血あつせん業

取締法の一部を改正する法律（平成１４年法律第９６号）附則

第１７条第２項の規定に基づき行うことができる同法第２条

の規定による改正後の薬事法（昭和３５年法律第１４５号）第

３９条第１項の規定による高度管理医療機器等の販売業又は

賃貸業の許可の手続に関する知事の権限は、保健所長に委

任する。

公営企業管理規程

�愛媛県公営企業管理規程第５号
中山川逆調整池ダム操作規程の一部を改正する管理規程を

次のように定める。

平成１６年１０月１５日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

中山川逆調整池ダム操作規程の一部を改正する管理規

程
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中山川逆調整池ダム操作規程（昭和４６年愛媛県公営企業管

理規程第１３号）の一部を次のように改正する。

「東予市役所 「西

別表第２通知の相手方の欄中 周桑郡小松町役場 を 西

〃 丹原町役場」 西

条市東予総合支所

条市小松総合支所 に改める。

条市丹原総合支所」

別表第３貯水位及び流入量の部中山川逆調整池の項観測施

設の欄中「周桑郡丹原町大字千原下」を「西条市丹原町千原

」に改める。

附 則

この管理規程は、平成１６年１１月１日から施行する。

平成１６年１０月１５日 印刷
平成１６年１０月１５日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円８
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